
◎大阪市域における成年後見制度の状況（最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況-令和２年1月～令和２年12月」）
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新規開始の約７割が

認知症のある方

大阪市域の成年後見制度等の状況

②開始原因別件数・割合
申立1,196件のうち
新規開始の審判件数1,111件の内訳

①成年後見制度利用者数と申立件数

利用者は年々増加

成年後見制度の利用促進（権利擁護支援の地域連携ネットワークにおける取組み）

利用者の後見類型別内訳（R2）
後見4327（74％）保佐1050（18％）補助337（6％）任意後見監督人127（2％）
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◎大阪市域における成年後見制度の状況

④成年後見人と利用者本人の関係③申立人と利用者本人の関係

※ ③は後見開始等の終局事件の件数であり、①の1,196件とは一致しない
※ ④は「後見」類型のみのため、①の5,841件とは一致しない

市長申立は年々増加 市民後見人の受任が

全国で一番多い
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地域連携ネットワークでは、福祉・法律の専門職団体、当事者団体、金融機関等と「中核機関」で構成する「協議会」が、

後見人等を含む本人を支援する関係機関等からなる「チーム」を支援し、本人を支えるしくみづくりを進めています。

権利擁護支援の地域連携ネットワーク

※三士会…弁護士会、司法書士会、社会福祉士会
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チームへの支援（専門職派遣）
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協議会の組織体制
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広報 相談

制度利用促進 後見人支援

・金融機関向け窓口案内チラシ
・本人向けのわかりやすい制度
説明リーフレット

（高齢者向け・障がい者向け）
・市民後見人啓発ポスター

（相談支援機関向けの）
・マニュアル
・受理簿
・検討票
・実践的な研修
（チーム支援のための）
・専門職派遣相談

・市民後見人の養成
・日常生活自立支援事業（あんし
んさぽーと事業）から成年後見
制度への円滑な移行

・市長申立て案件等における本人
に適した後見人等候補者の受任
調整

・親族後見人相談会（家裁
のミニ講演会、交流会、
個別相談会）

・親族後見人交流会
・市民後見人及びバンク登
録者への支援

・利用支援事業（報酬助
成）の対象者拡充

協議会の取組
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